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この DISCUSSION PAPER は、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見を頂
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4  第２回全国イノベーション調査の詳細については、『第２回全国イノベーション調査報告』（2010、科学
技術政策研究所 NISTEP Report No.144）を参照。 






7  榊原清則（2005, p38）を参照。 

























































































                                                  
9  本稿で中小企業と表記した場合、従業者数 10 人以上 49 人以下の小規模に属する企業を指す。 
10 イノベーションの定義については、イノベーション活動の測定・分析を行うための標準的なガイドライ
























































































































































































                                                  



























































































































































































                                                  
15 Levin et al.(1987)はイェール・サーベイ（Yale Survey）と呼ばれる独自のアンケート調査を実施し、
収益維持・確保の手段について確認している。詳細については、Levin, Richard C., Alvin K. Klevorick, 
Richard R. Nelson, and Sidney G. Winter. (1987)“Appropriating the Returns from Industrial Research 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                  
20 国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口（平成 18 年 12 月推計）」より。
（http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/suikei07/index.asp） 
21 経済産業省が実施している「企業活動基本調査」によると、海外に子会社を有する企業は平成 14 年度で


















































図表 17 海外市場への進出とプロダクト・イノベーションの実現 
 
市場新規性あり 市場新規性あり
　小規模 36.4 17.5 16.8 8.3
　中規模 36.0 15.4 23.9 11.9
　大規模 58.8 26.8 31.9 17.7
　製造業 56.5 25.9 30.3 14.7
　サービス業 37.3 16.4 22.9 12.8












は、小規模で 16 百万円、中規模で 92 百万円、大規模で 606 百万円になっている。他方、
国内でのみ製品・サービスを提供している企業では、小規模で 19 百万円、中規模で 55 百
万円、大規模で 226 百万円と、中規模、大規模において、海外へ進出している企業のプロ
ダクト・イノベーションで大きな売上高が実現されている。この点はイノベーション売上














































                                                  
23 公的な研究機関を例にとると、海外市場へ進出している企業で公的な研究機関から情報を得た企業の割
合は36.8%、国内に止まっている企業では16.2%となっている。この２つの数値の比率をとると2.3となり、


































































































































































































































































































































                                                  
24 小規模で海外へ進出している企業のうち海外の組織と協力した割合 25.3%と、国内に止まっている企業
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